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１ サントメ・プリンシペに対する開発協力のねらい 
サントメ・プリンシペは、近年民主的選挙により与野党間の政権交代が平和裡に行

われ、安定的なガバナンスが定着しつつある。同国における主産業は、国民の約 65％
が従事する農業であり、特に同国にて生産されるカカオ及びココナッツオイル等は、

国際的に高い評価を受けている。他方、人材、技術及び資金が決定的に不足している

ことに加え、近年は気候変動の影響が大きく、安定的な農業生産に向けて課題が多く、

生産量の低下に伴い、同国経済及び食料安全保障面において苦境に立たされている。 
同国の貧困率は 55.5％（2024 年世界銀行）であり、食料生産力が限定的であるこ

とに加え、近年食料価格も高騰していることから、人口の約 26％が年間を通じて食

料不足に直面している（2023 年世界食糧計画）。さらに、同国の人間開発指数（2022
年）は 141 位と低迷している。教育分野においては、同国政府は、国家発展のため人

材育成を重視し、国内全ての国民が質の高い義務教育を受けられるようにすることを

国家目標として定めている。しかし、教育施設の不足や衛生環境の劣悪さをはじめと

する課題が克服されず、前期中等教育の修了率は約 60％にとどまる（2022 年

UNICEF）。保健分野では、妊産婦死亡率は 2009 年の 158 人（出生 10 万人当たり）

から 2014 年には 74 人に、新生児死亡率は 2014 年の 22 人（出生 1,000 人当たり）

から 2020 年には 8 人に、5 歳未満児死亡率は 2000 年の 82 人（出生 1,000 人当たり）

から 2021 年には 15 人に、それぞれ改善しているものの、アフリカ地域の他国と比

して状況は厳しく、特に母子保健において課題が残る。 
このような課題に関して、サントメ・プリンシペ政府は、「国家開発計画

（PDN2027）」を策定し、前述の諸課題に対応する必要性を訴えている。一方、同国

政府予算の多くは国際社会からの支援に依存するなど、経済・社会基盤が脆弱である

ため解決に至っていない。人間の安全保障の観点から引き続き国際社会の協力が必要

である。 
我が国のサントメ・プリンシペの開発課題に対する協力は広く認知され、良好な親

日感情が醸成されているところ、今後も経済協力を継続することは二国間関係の更な

る強化に寄与するものである。 
 
２ 我が国のＯＤＡの基本方針（大目標）：持続可能で安定した成長の支援 
 食料安全保障や基礎的社会サービスの向上を通じて、貧困削減に貢献し、持続可能

な成長に貢献する。 
  
３ 重点分野（中目標） 
（１）食料安全保障の確保・強化 



 

 我が国の資金協力を通じて同国の食料安全保障の確保に貢献しつつ、無償資金協力

及び技術協力等のスキームを組み合わせて、同国主要産業である農水産業の振興に寄

与する。 
 
（２）基礎的社会サービスの向上 
低所得の国民のために、保健や教育等の社会サービスを提供する公務員を対象とし

た能力向上や医療・教育環境の整備を通じて、基礎的社会サービスの改善に寄与する。 
 
４  留意事項 
 ODA 予算の戦略的な運用の観点から、異なるスキーム・方式の案件を組み合わせ

て、総じて高い開発効果を発揮できるような案件形成に努める。 
（了） 

別紙： 事業展開計画 


